
（記載様式）  

…澗国税観蔽彊服  
を亨紳吉γ′’こ   
抱躍  サj′J丈   

【保健医療水準の指標】   
→  

稽撫護  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価  調査   

※策定時の調査結果を記載  

第2回中間評価  調査  

データ分析   

結果   ○直近値が目標値に対してどのような動きになっているか、留意点を含み記載。   

分析   ○施策や各種取組との関連を見て、データの変化の根拠を分析し記載。   

評価   ○目標に対する直近値をどう読むか。   

調査一分析上の課題   ○調査・分析する上での課題がある場合、記載。   

目標達成のための課題  ○目標からかけ離れている、あるいは悪化している場合、その課題を記載。  



之0年人口動態統計   

調査・分析上の課題   

ま10．5、平成19年度には7．8と減少傾向となっている。（参考：「母体保護統計報告」により報告を求めていた平成13  
年までは暦年の数値であり、「衛生行政報告例」に統合された平成14年からは年度の数値である。）   

人工妊娠中絶実施率については一手して減少している。15歳～19歳における妊娠（A＋B：人工妊娠中絶＋出生）率  
こついては、ベースライン調査時では17．5（概算）であったものが、その後一貫して低下してきており、平成19年度  
こは12．8（概算）となっている（但し、人工妊娠中維数には15歳未満のケースも含んだ計算）。また、人工妊娠中絶  

分析  
選択率（A／（A＋B））については、ベースライン調査時では69．2％であったものが、その後一貫して低下してきており、  

平成19年度には61．1％となっている。すなわち、これまで妊娠率が低下し、同時に、人工妊娠中維選択率も低下して  
きているといえる。妊娠率の低下に関しては、経口避妊薬の流通、性行動の停滞傾向および二極化等が影響して  
いると考えられる。また、人工妊娠中絶選択率の低下に関しては、社会情勢の変化に伴う、意識・態度の変化が根  
底にあるといえる。   
目標に向けて改善している。しかし、人工妊娠中絶実施率については、都道府県格差があり、人工妊娠中絶実施  

評価  率が高い自治体は、より一層の取組の充実が求められる。特にここ数年は、北部九州各県の値が高率となってい  
る。都道府県単位の取り組みだけではなく、より広域の協働した取組が必要といえる。   

平成15年度から、20歳未満については詳細に15歳未満、15歳、16歳、17歳、柑歳、19歳と年齢別の統計が公表さ  
調査・分析上の課題  れた。人工妊娠中絶率に関与する要因のみならず、妊娠率や人工妊娠中絶選択率に関与する要因を、把握する  

ことが望まれる。   

現状の取組を引き続き分析するとともに、今後、各年齢の人工妊娠中維実施率の推移や都道府県別の実施率の  
目標達成のための課題     比較等によるきめ細かい評価が必要と思われる。  



④性器ヘルペス485件（0．50）  
（10－19歳、定点医療機関：968カ所）   

データ分析   

作成中   

結果  

分析   
作成中   

評価   
作成中   

作成中   
調査・分析上の課題  

作成中   

目標達成のための課題  

【保健医療水準の指棟】   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

不健康やせ  
平成14年度「思春期やせ症  

不健康やせ  
中学3年5、5％  中学3年7．6％  平成17年度「思春期やせ症と思  

高校3年13．4％  （神経性食欲不振症）の実態  減少傾向へ  高校3年16．5％  春期の不健康やせの実態把握  

思春期やせ症  
把握及び対策に関する研究」  

思春期やせ症  
及び対策に関する研究」渡辺久  

渡辺久子班  子班  
中学1年～高校3年2．3％  中学1年～高校3年1月3％  

第2回中間評価   調査  

インニ：でi．■ ．－「－、フヽ∴  

推進するための母子保健情報 の利活用に関する研究」  
こ．、、’二   

データ分析   

調査中   

結果  

調査中   

分析  

調査 

評価   

調査中   
調査■分析上の課題  

調査中  

目標達成のための課題  
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平成16年度学校保健統計  
調査をもとに日比式により算  

結果   
第1回中間評価時（策定時）から、第2回中間評価時には、若干の減少をみている。   

目標に向けて改善している。ただし、この減少傾向が今後も継続していくか、注意深く見ていく必要がある。   
分析  

評価   現時点では目標を達成する方向にあり、今後もこの傾向を継続させるための取り組みが必要である。   

肥満児には医療的な対応が必要なものから、家   族全体の生活習慣改善が必要なものまで、関連背景・要因が多  
調査・分析上の課題  様である。社会的要因、経済的要因等を含めて分析することが求められる。   

医療的な対応が必要な肥満傾向に関しては、小   児科専門医との連携の上で、学校関係者ならびに保護者に適切  
な早期対応を啓発していく必要がある。また、生活面での対応が求められる場合には、とくに親の食に対する考え  
方や行動を把握しながら、子どもが何を食べているかのみならず、どのように食べているかを含めた、総合的な食  
行動改善・日常生活改善のための教育的アプローチを行っていく必要がある。また、これらを行う専門職のさらなる  

目標達成のための課題                 向上を図る必要がある。  
なお、近年、妊娠期の飲酒や喫煙が、子どもの肥満に影響していることが明らかになりつつある（山梨大学社会医  
学講座）。対症療法的アプローチに加え、妊娠期   からの長期的な視点を有した予防的アプローチの開発も同時に  
展開されるべきだろう。  

平成12年度文部科学省「薬  平成17年度文部科学省「薬物  
物に対する意識等調査」   に対する意識等調査」  

データ分析   

結果  

分析  

評価  

調査・分析上の課題  

目標達成のための課長真  



データ分析   

平成8年の全国調査のデータに比べ、平成16年では減少傾向が見られていた。平成20年ではさらに減少してい  
結果  た。   

平成15年施行の健康増進法による受動喫煙防止の観点により、学校の敷地内禁煙が推進されていることや、学校  
における喫煙防止教育の推進などにより、効果をあげていると推測される。   

分析  

目標に向けて改善。   
評価  

4年に一度のモニタノングが実施されており、比較可能なデータが得られている。この調査では、喫煙開始年齢や  
調査■分析上の課題  毎日喫煙する者の割合、卒煙希望割合などの項目もあり、調査の継続が必要と思われる。また、喫煙率低下の要  

囲についても、社会動向とあわせた分析が必要である。   

自治体において、学校における敷地内禁煙や公共施設での禁煙など、受動喫煙防止対策の推進を成果の評価指  
標として、位置づけることが必要である。また、未成年者の喫煙習慣者への卒煙支援についての取組も求められ  

目標達成のための課題        る。さらに、成人喫煙率においては、20歳代女性の増加傾向が見られることから、十代からの取組の強化が必要で  
ある。また、子ども喫煙は家族の喫煙との関係が指摘されていることから、家庭における禁煙対策や家族の禁煙  
支援対策が望まれる。   

調査・分析上の課題   



（策定時＝平成18年度の研究会）  

男子66．6％女子73．9％ に関する研究」山原然太郎班  

10  

文部科学省学校保健委員  
会設置率（平成13年5月現  

文部科学省調べ平成20年度  
学校保健委員会設置率   

学校保健委員会の設置率で見ると、ベースライン調査時72．2％から、平成16年度では79．3％、平成20年度では85．7％  
結果  と増加している。   

文部科学省や日本学校保健会等からの働きかけが行われてきている。   
分析  

目標に向けて改善している。しかし、ここから目標値（100％）まではさらなる働きかけが求められる。   
評価  

今後も設置率の調査・分析をおこなうことが適切である。   

調査・分析上の課題  

学校において、学校保健委員会の位置付けを明確化し、先進的な取組を進めている地域の実践事例を参考にす  
るなどすることが、設置促進につながると思われる。設置状況については、都道府県教育委員会に、学校保健妻  

目標達成のための課題        員会の活用に向けての働きかけや、普及のための啓発資料を活用した研修会を実施するなどして、設置の促進を  
図っていく必要がある。  



文部科学省平成12年度「薬  
物に対する意識等調査」   

∴ 

結果  

分析  

評価  

調査・分析上の課題  

目標達成のための課題  

12  

調査・分析上の課題   

目標達成のための課題   

11   



福祉センターが把握している思  
春期関連の相談ができる医療  
機関の数」を調査。精神保健福  

春期外来・思春期相談窓口  祉センターが把握していない場  

の取組を行っているか」調  

2，207か所   平成21年度自治体調査（母子保  
健課）   

データ分析   

調査方法が珪つため単純な比較はできないが、策定時に比べ、平成17年度調査におい  

結果  と言えた。平成17年度調査と同様の手法にて把握した平成21年度調査ではさらに増加し  
た。   

「思春期外来」を「思春期外来」と「思春期相談窓口」の両方として調査しており、地域にお  
分析  い傾向である。  

目標に向けて順調に進行している。  
評価  

ムノ  
調査t分析上の課題   ていく必要がある。  

A′  

目標達成のための課題   

14  
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【行政・関係団体等の取維の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

都道府県100％  
政令市90．9％  平成17年度厚生労働省（母  

子保健課等）調べ   100％   （策定時＝第1回中間評価時）  
市町村38．8％  

第2回中間評価   調査  

都道府県100％  
政令市90．6％  
市町村38．0％  平成21年自治体調査（母子保健課）   

※暫定値  

データ分析   
弟1回中間評価時（策定時）に比較すると、第2回申問評価時における値は若干減少傾向にあった。   

結果  

都道府県における取り組み割合は100％と変わりはなかったが、とくに市町村では減少と言ってもよい傾向がみられて  
分析  いた。市町村の保健担当部署と教育委員会との連携の上での取り組みが頭手丁ちとなっている可能性がある。  

評価   
．∠ゝ．、◆    政¶市なbひに市町村における目標達成が難しい状況にある。   

調査・分析上の課題   
今後も同様の手法でテータを把握していく必要がある。   

市町村や政令市のどの行政部署においても、次世代、とくに大人の入り口にある思春期の子どもたちの状況につね  
目標達成のための課題   に関心がいだかれるような、まずは積極的なヘルスプロモーションが必要と言える。   

15   




